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入 札 説 明 書 

 

国立大学法人北海道国立大学機構の調達契約に係る入札公告（令和６年３月２９日付け）に基づく入札等

については，国立大学法人北海道国立大学機構会計規程（令和４年機構規程第７４号），北海道国立大学機

構契約事務取扱規程（令和４年機構規程第８０号）（以下「取扱規程」という。），北海道国立大学機構役

務請負契約基準（令和４年機構基準第８号）（以下「契約基準」という。）及び入札公告に定めるもののほ

か，この入札説明書によるものとする。 

 

１ 発注者等 

（１）発 注 者 国立大学法人北海道国立大学機構 理事長 長谷山 彰 

（２）所属部局名 帯広畜産大学 

（３）所 在 地 〒080-8555 北海道帯広市稲田町西２線１１番地 

 

２  調達内容 

（１）調達件名及び数量 帯広畜産大学構内緑地管理業務 一式 

（２）調達概要 本業務は，帯広畜産大学構内の草刈り他緑地の管理業務である。（詳細は，別冊仕様書に

よる。） 

（３）履行期間 令和６年５月１０日から令和６年１０月３１日まで 

（４）履行場所 帯広畜産大学構内 

（５）入札方法 

   落札者の決定は，最低価格落札方式をもって行う。 

①  競争加入者又はその代理人（以下「競争加入者等」という。）は，請負代金の前金払の有無，前

金払の割合又は金額，部分払の有無又はその支払回数等の契約条件を別冊契約書（案）及び取扱規

程並びに契約基準に基づき十分考慮して入札金額を見積もるものとする。 

②  落札決定に当たっては，入札書に記載された金額に当該金額の１０パーセントに相当する額を

加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨てた金額とする。）

をもって落札価格とするので，競争加入者等は，消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか

免税事業者であるかを問わず，見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する金額を記載した

入札書を提出しなければならない。ただし，落札者となるべき者の入札価格によっては，その者に

より契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められるとき，又はその者と契約を締

結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められる

ときは，予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札し

た者を落札者とする場合がある。 

（６）入札保証金及び契約保証金  免除する。 

 

３ 競争参加資格 

（１） 競争加入者等が取扱規程第３条及び第４条に規定される次の事項に該当するときは，競争に参加す

る資格を有さない。 

①  契約を締結する能力を有しない者（成年被後見人，被保佐人，被補助人及び未成年者）及び破産

者で復権を得ない者であるとき 

ただし，その者が成年被後見人，被保佐人及び被補助人であって，契約締結のために必要な同意

を得ている場合並びに未成年者であって，婚姻をしている場合若しくは営業許可を受けている場合

はこれにあたらない。 

②  以下の各号のいずれかに該当し，かつ，その事実があった後，その者について理事長が定めた期

間（２年間）を経過していないとき（その者を代理人，支配人その他の使用人として使用する者に

ついても同様とする。） 

（ア） 契約の履行にあたり故意に工事若しくは製造を粗雑にし，又は物件の品質若しくは数量に

関して不正な行為をしたとき 
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（イ） 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を得るために連合

したとき 

（ウ） 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げたとき 

（エ） 監督又は検査の実施にあたり職員の職務の執行を妨げたとき 

（オ） 正当な理由がなくて契約を履行しなかったとき 

（カ） 前各号のいずれかに該当する事実があった後，理事長が定めた期間（２年間）を経過しな

い者を，契約の履行に当り，代理人，支配人その他の使用人として使用したとき 

（２） 国の競争参加資格（全省庁統一資格）又は本学が認定した競争参加資格において令和６年度に北海

道地域の「役務の提供等」のＢ，Ｃ又はＤ等級に格付けされている者であること。なお，競争参加資

格を有しない競争加入者は，速やかに資格審査申請を行う必要がある。競争参加資格に関する問い合

わせ先は，次のとおり。 

〒080-8555 北海道帯広市稲田町西２線１１番地 

帯広畜産大学管理課調達係 

ＴＥＬ 0155-49-5249 

（３） 入札公告において法令等の定めによる許認可等に基づいて営業を行う必要がある者から調達する場

合にあっては，その許認可等に基づく営業であることを証明した者であること。 

（４） 入札公告においてアフターサービス・メインテナンスの体制が整備されていることとした場合にあ

っては，当該体制が整備されていることを証明した者であること。 

（５） 公正性かつ無差別が確保されている場合を除き，本件調達の仕様の策定に直接関与していない者で

あること。 

（６） 本件調達の入札において，「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」（昭和 22年法律第

54号。以下「独占禁止法」という。）に違反し，価格又はその他の点に関し，公正な競争を不法に阻

害するために入札を行った者でないこと。 

（７） 理事長から取引停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

 

４ 入札書の提出場所等 

（１） 一般競争入札参加届出書，入札書並びに入札公告及び入札説明書に示した業務を履行できることを

証明する資料（以下「履行できることを証明する資料」という。）の提出場所，契約条項を示す場所

並びに問い合わせ先 

〒080-8555 北海道帯広市稲田町西２線１１番地 

帯広畜産大学管理課施設管理室 施設企画・管理係  

（２） 入札書の受領期限 令和６年４月１２日（金）17時 00分 

（３） 入札書の提出方法 

①  競争加入者等は，別冊の仕様書，契約書（案）及び取扱規程並びに契約基準を熟覧のうえ入札し

なければならない。この場合において，当該仕様書等に疑義がある場合は前記４の（１）に掲げる

者に説明を求めることができる。 

②  競争加入者等は次に掲げる事項を記載した別紙様式２の入札書を作成し，直接に提出する場合

は封書に入れ封印し，かつ，その封皮に氏名（法人の場合は，その名称又は商号）及び「令和６年

４月１９日開札〔帯広畜産大学構内緑地管理業務〕の入札書在中」と朱書しなければならない。 

（ア） 調達件名 

（イ） 入札金額 

（ウ） 競争加入者本人の住所，氏名（法人の場合は，その名称又は商号及び代表者の氏名）及び押

印 

（エ） 代理人が入札する場合は，競争加入者本人の住所及び氏名（法人の場合は，その名称又は商

号及び代表者の氏名），代理人であることの表示並びに当該代理人の氏名及び押印 

③  郵便（書留郵便に限る。）又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成 14年法律第 99

号）第２条第６項に規定する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者に

よる同条第２項に規定する信書便（書留郵便に準ずるものに限る。）により提出する場合は二重封

筒とし，表封筒に「令和６年４月１９日開札〔帯広畜産大学構内緑地管理業務〕の入札書在中」と
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朱書し，中封筒の封皮には直接に提出する場合と同様に氏名等を朱書し前記４の（１）宛に入札書

の受領期限までに送付しなければならない。 

なお，テレックス，電報，ファクシミリ，電話その他の方法による入札は認めない。 

④  競争加入者等は，入札書の記載事項を訂正する場合は，当該訂正部分について押印をしておかな

ければならない。 

⑤  競争加入者等は，その提出した入札書の引換え，変更又は取消しをすることができない。 

（４） 入札の無効 

入札書で次の各号のいずれかに該当するものは，これを無効とする。 

① 入札公告及び入札説明書に示した競争参加資格のない者の提出したもの 

② 調達件名及び入札金額のないもの 

③ 競争加入者本人の氏名（法人の場合は，その名称又は商号及び代表者の氏名）及び押印のない又

は判然としないもの 

④  代理人が入札する場合は，競争加入者本人の氏名（法人の場合は，その名称又は商号及び代表者

の氏名），代理人であることの表示並びに当該代理人の氏名及び押印のない又は判然としないもの

（記載のない又は判然としない事項が，競争加入者本人の氏名（法人の場合は，その名称又は商号

及び代表者の氏名）又は代理人であることの表示である場合には，正当な代理であることが代理委

任状その他で確認されたものを除く。） 

⑤  調達件名に重大な誤りのあるもの 

⑥  入札金額の記載が不明確なもの 

⑦  入札金額の記載を訂正したものでその訂正について印の押してないもの 

⑧  入札公告及び入札説明書において示した入札書の受領期限までに到達しなかったもの 

⑨  入札公告及び入札説明書に示した競争加入者等に要求される事項を履行しなかった者の提出した

もの 

⑩  独占禁止法に違反し，価格又はその他の点に関し，公正な競争を不法に阻害したと認められる者

の提出したもの（この場合にあっては，当該入札書を提出した者の名前を公表するものとする。） 

⑪  その他入札に関する条件に違反したもの 

（５） 入札の延期等 

競争加入者等が相連合し，又は不穏の挙動をする等の場合であって，競争入札を公正に執行するこ

とができない状況にあると認められるときは，当該入札を延期し，又はこれを廃止することがある。 

（６） 代理人による入札 

①  代理人が入札する場合は，入札時までに別紙様式３の代理委任状を提出しなければならない。 

②  競争加入者等は，本件調達に係る入札について他の競争加入者の代理人を兼ねることができな

い。 

（７） 開札の日時及び場所 

令和６年４月１９日（金） 14時 00分 

帯広畜産大学本部棟１Ｆ会議室 

（８） 開札 

①  開札は，競争加入者等を立ち会わせて行う。ただし，競争加入者等が立ち会わない場合は，入札

事務に関係のない職員を立ち会わせて行う。 

② 開札場には，競争加入者等並びに入札事務に関係のある職員（以下「入札関係職員」という。）

及び上記①の立会職員以外の者は入場することはできない。 

③  競争加入者等は，入札執行者の執行宣言後においては，開札場に入場することはできない。 

④  競争加入者等は，開札場に入場しようとするときは，入札関係職員の求めに応じ，身分証明書を

提示又は名刺等を提出しなければならない。この場合，代理人が前記４の（６）の①に該当する代

理人以外の者である場合にあっては，代理委任状を提出しなければならない。 

⑤  競争加入者等は，特にやむを得ない事情があると認められる場合のほか，開札場を退場すること

はできない。 

⑥ 開札場において，次の各号のいずれかに該当する者は当該開札場から退去させる。 

（ア） 公正な競争の執行を妨げ又は妨げようとした者 
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（イ） 公正な価格を害し又は不正の利益を得るために連合した者 

⑦  開札をした場合において，競争加入者等の入札のうち，予定価格の制限に達した価格の入札がな

いときは，再度の入札を行う。この場合において，1回目の開札に立ち会わない競争加入者等は，再

度入札を辞退したものとして取扱う。 

 

５ その他 

（１） 契約手続きに使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨 

（２） 競争加入者等に要求される事項 

①  この一般競争に参加を希望する者は，別記様式１の一般競争入札参加届出書，封印した入札書及

び別封の履行できることを証明する書類並びに前記３の競争参加資格を有することを証明する書類

（以下「競争参加資格の確認のための書類」という。）とともに，前記４の（２）の入札書の受領

期限までに提出しなければならない。 

②  競争加入者等は，開札日の前日までの間において，理事長から履行できることを証明する書類及

び競争参加資格の確認のための書類その他入札公告及び入札説明書において求められた条件に関し，

説明を求められた場合には，競争加入者等の負担において完全な説明をしなければならない。 

③  競争加入者等又は契約の相手方が本件調達に関して要した費用については，すべて当該競争加

入者等又は契約の相手方が負担するものとする。 

（３） 競争参加資格の確認のための書類及び履行できることを証明する書類 

①  競争参加資格の確認のための書類及び履行できることを証明する書類は別記１により作成する。 

②  資料等の作成に要する費用は，競争加入者等の負担とする。 

③  理事長は，提出された書類を競争参加資格の確認及び入札公告並びに入札説明書に示した業務

を履行できるかどうかの判断以外に競争加入者等に無断で使用することはない。 

④  一旦受領した書類は返却しない。 

⑤  一旦受領した書類の差し替え及び再提出は認めない。 

⑥  競争加入者等が自己に有利な評価を受けることを目的として虚偽又は不正の記載をしたと判断

される場合には，入札公告及び入札説明書に示した業務を履行できるかどうかの対象としない。 

（４） 落札者の決定方法 最低価格落札方式とする。 

①  前記４の（３）に従い書類・資料を添付して入札書を提出した競争加入者等であって，前記３の

競争参加資格及び入札説明書において明らかにした要求要件をすべて満たし，当該競争加入者等の

入札価格が，取扱規程第１５条第１項の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低

の価格をもって有効な入札を行った競争加入者等を落札者とする。 

②  落札者となるべき者が二人以上あるときは，直ちに当該競争加入者等にくじを引かせ，落札者を

決定するものとする。また，競争加入者等のうち出席しない者又はくじを引かない者があるときは，

入札執行事務に関係のない職員がこれに代わってくじを引き落札者を決定するものとする。 

③  落札者が，指定の期日までに契約書の取り交わしをしないときは，落札者の決定を取り消すもの

とする。 

（５） 手続における交渉の有無 無 

（６） 契約書の作成 

① 競争入札を執行し，契約の相手方が決定したときは，契約の相手方として決定した日から７日以

内（契約の相手方が遠隔地にある等特別の事情があるときは，指定の期日まで）に契約書の取り交

わしをするものとする。 

② 契約書を作成する場合において，契約の相手方が遠隔地にあるときは，まず，その者が契約書の

案に記名押印し，更に理事長が当該契約書の案の送付を受けてこれに記名押印するものとする。 

③ 上記②の場合において，理事長が記名押印したときは，当該契約書の１通を契約の相手方に送付

するものとする。 

④ 理事長が契約の相手方とともに契約書に記名押印しなければ，本契約は確定しないものとする。 

（７） 支払条件 

    代金の支払いは毎月払いとし，適正な支払請求書を受理した日の属する月の翌月末日までに支払う。 

（８） 調達件名の検査等 
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①  落札者が入札書とともに提出した業務を履行できることを証明する書類の内容は，仕様書と同

様にすべて検査等の対象とする。 

②  別冊仕様書等の内容に従って検査等を実施する。 

（９） 別冊仕様書等に対する質問の提出 

① 受領期限： 令和６年４月８日（月）の１７時まで。（郵送等の場合には必着のこと。）  

② 提出場所： 前記４（１）に同じ。  

③ 提出方法： 書面を持参又は郵送等 

（10） （９）の質問に対する回答 令和６年４月９日（火）までに回答する。 

 

【添付書類】 

別紙様式１ 一般競争入札参加届出書 

別紙様式２ 入札書 

別紙様式３ 代理委任状 

    別冊 仕様書 

    別冊 契約書（案） 

 次に掲げる基準類は，帯広畜産大学ホームページより入手することができる。 

  http://www.obihiro.ac.jp/ 

  サイドメニュー「大学紹介」→「組織情報」→「北海道国立大学機構規則集」 

  ・北海道国立大学機構会計規程 

  ・北海道国立大学機構契約事務取扱規程 

  ・北海道国立大学機構役務請負契約基準 

 

 

  

http://www.obihiro.ac.jp/
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別記１ 
 
 

競争参加資格の確認のための書類及び履行できることを証明する書類 

 

 

１ 競争参加資格の確認のための書類 

（１） 令和６年度の参加資格認定通知書（全省庁統一資格又は本学資格）の写し・・・・１部 

 

２ 履行できることを証明する書類 

 （１） 会社概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１部 

     ・会社の概要を記載した書面 

 （２） 請負実績・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１部 

     ・緑地管理業務の受注実績書［直近の１０件程度の契約実績で可］ 

（顧客名，契約名，期間，顧客の担当者の氏名及び電話番号などを記載した書面）       

（３） アフターサービス体制が整備されていることを証明できる資料・・・・・・・・・・１部 

    ・業務実施体制図（指揮命令系統及び連絡先，担当者，責任者を図示したもの） 

 （４） 業務実施計画書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１部 

     ・業務における配置人数を示した勤務予定表 

・予定作業者名簿 

（氏名，年齢，性別，住所，電話番号，業務に関連する資格及び教育講習等履歴が記載されたも

の。） 
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仕 様 書 

 

第１編 総則 

 

第１章 一般共通事項 

（１） 適用範囲 

  この仕様書に記載する事項は、別の定めがある場合を除き、受注者の責任において履行すべきものとする。 

  

（２） 用語の定義 

 この仕様書において用いる用語の定義は、次による。 

① 「施設管理担当者」とは、建築物等の管理に携わる者で、保全業務の監督を行うことを発注者が指定し

た者をいう。 

② 「業務責任者」とは、業務を総合的に把握し、業務を円滑に実施するために発注者との連絡調整を行う

者で、現場における受注者側の責任者をいう。 

③ 「業務担当者」とは、業務責任者の指揮により業務を実施するもので、現場における受注者側の担当者

をいう。 

④ 「承諾」とは、業務責任者が施設管理担当者に対し書面で申し出た事項について、施設管理担当者が書

面等をもって了解することをいう。 

⑤ 「指示」とは、施設管理担当者が業務責任者に対し業務の実施上必要な事項を、書面等によって示すこ

とをいう。 

⑥ 「協議」とは、協議事項について、施設管理担当者と業務責任者とが結論を得るために合議し、その結

果を書面に残すことをいう。 

⑦ 「検査」とは、業務の各段階で、業務責任者が実施した結果等について提出した資料に基づき、施設管

理担当者が仕様書との適否を確認することをいう。 

⑧ 「立会い」とは、業務の実施上必要な指示、承諾、協議及び検査を行うため、施設管理担当者がその場

に臨むことをいう。 

⑨  「業務検査」とは、仕様書に規定するすべての業務の完了の確認又は、毎月の支払の請求に関わる業務

の終了の確認をするために、発注者が指定した者が行う検査をいう。 

⑩  「必要に応じて」とは、これに続く事項について、業務責任者が作業の実施を判断すべき場合において

は、あらかじめ施設管理担当者の承諾を受けて対処すべきことをいう。 

⑪ 「原則として」とは、これに続く事項について、業務責任者が遵守すべきことをいう。ただし、あらか

じめ施設管理担当者の承諾を受けた場合は他の手段によることができる。 

⑫ 「点検」とは、損傷、変形、腐食、異臭その他の異常の有無を調査することをいい、保守又はその他の

措置が必要か否かの判断を行うことをいう。 

⑬ 「保守」とは、点検の結果に基づき機能の回復又は危険の防止のために行う消耗部品の取替え、注油、

塗装その他これらに類する軽微な作業をいう。 

 

（３） 疑義に対する協議等 

 内容に疑義が生じた場合は、施設管理担当者と協議する。 

 

（４） 報告書の書式等 

報告書の書式は、別に定めがある場合を除き、施設管理担当者の指示による。 

 

（５） 関係法令等の遵守 

業務の実施に当たり、適用を受ける関係法令等を遵守し、業務の円滑な遂行を図る。 

 

第２章 業務関係図書 

 

（１） 貸与資料 

点検対象の設備機器等に備え付けの取扱説明書等を使用することができる。ただし、作業終了後は、原状

に復するものとする。 

 

（２） 業務の記録 

施設管理担当者と協議した結果について記録を整備するものとし、記録について、施設管理担当者より請
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求された場合は、提出又は提示する。 

 

第３章 業務現場管理 

 

（１） 業務管理 

仕様書に適合する業務を完了させるために、業務管理体制を確立し、品質、安全等の業務管理を行う。 

 

（２） 業務責任者 

① 受注者は、業務責任者を定め施設管理担当者に届け出る。また、業務責任者を変更した場合も同様とす

る。 

② 業務責任者は、業務担当者に業務目的、作業内容及び施設管理担当者の指示事項等を伝え、その周知徹

底を図る。 

③ 業務責任者は、業務担当者及び業務を行う者を指揮監督する。 

④ 業務責任者は、業務担当者以上の経験、知識及び技能を有する者とする。なお、業務責任者は業務担当

者を兼ねることができる。 

 

（３） 業務の安全衛生管理 

業務担当者及び業務を行う者の労働安全衛生に関する労務管理については、業務責任者がその責任者とな

り、関係法令に従って行う。 

 

（４） 火気の取扱い 

作業等に際し、原則として火気は使用しない。火気を使用する場合は、あらかじめ施設管理担当者の承諾

を得るものとし、その取扱いに際しては十分注意する。 

 

（５） 喫煙場所 

業務関係者の喫煙は、指定した場所において行い、喫煙後は消火を確認する。 

 

（６） 出入り禁止箇所 

業務に関係のない場所及び室への出入りは禁止する。 

 

第４章 業務の実施 
 

（１） 代替要員 

代替要員を必要とする場合には、あらかじめ施設管理担当者に報告し、承諾を得るものとする。 

 

（２） 施設管理担当者の立会い 

作業等に際して施設管理担当者の立会いを求める場合は、あらかじめ申し出る。 

 

（３） 業務の報告 

業務責任者は、作業等の結果を記載した業務報告書を作成し、施設管理担当者へ毎日提出する。 

 

（４） 再委託の禁止 

  受注者は、この契約による業務の全部又は一部について第三者に再委託をしてはならない。但し、受注者 

 は、委託先及び委託の範囲を発注者に対して報告し、あらかじめ発注者の書面による承諾を得た場合に限り、 

 再委託をすることができる。この場合において、受注者は、この契約により受注者が負う義務を再委託先に 

 対しても遵守させなければならない。このため、受注者は、受注者と再委託先との間で締結する契約書にお 

 いてその旨を明記すること。 

 

第５章 業務に伴う廃棄物の処理等 

（１） 廃棄物の処理等 

業務の実施に伴い発生した廃棄物の処理は、原則として受注者の負担とする。 

 

第６章 業務の検査 

（１） 業務の検査 
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受注者は、その支払いに係る請求を行うときは次の書類を用意し、発注者の指定した者が行う業務の検査

を受けるものとする。 

・作業計画書、業務報告書 

 

第７章 施設等の利用等 

（１） 共用施設の利用 

 建物内の便所、エレベーター、食堂等の一般共用施設は、利用することができる。 

 

（２） 駐車場の利用 

施設の駐車場の利用については、発注者の定める手続きを行うものとし、施設管理担当者に届け出る。 

 

（３） 持込み資機材 

非常駐の業務にあっては、受注者の持込む資機材は、原則として毎日持ち帰るものとする。ただし、業務

が複数日にわたる場合であって、施設管理担当者の承諾を得た場合には残置することができる。なお、残置

資機材の管理は、受注者等の責任において行う。 

 

（４） 危険物等の取扱い 

業務で使用するガソリン、薬品、その他の危険物の取扱いは、関係法令等による。 

 

  

第２編 業務内容 

 

（１） 目的 

構内緑地及び樹木等について、良好な状態に維持し、構内の美観に資することを目的とする。 

 

（２） 期間 

令和 6 年 5 月 10 日～令和 6 年 10 月 31 日 

 

（３） 対象範囲 

    対象範囲は下記による。 

 対 象 範 囲 概          要 

 構内緑地草刈   別紙１ 

 優先エリア図 

頻度 

 高     低 

( A･B･C･D･E ) 

・業務計画書による作業範囲緑地の草刈り 

・自生する雑木（小木）の伐採及び枝払い 

・草刈りの安全性を図るため範囲緑地内の石等を拾い集積 

 除草剤・肥料散布 

 低木等剪定 

 

  別紙１ 

優先エリア図 

 

・業務範囲内の除草剤・肥料の散布 

・業務範囲内の低木等の剪定、枝の集積 

 

 

（４） 緑地管理 

① 業務計画書 

業務の施行に先立ち、実施体制、実施工程表及び業務従事者等が有する資格（車両系建設機械(整地)

・刈払機取扱作業）等の業務を適正に実施するために必要な事項を記載した業務計画書を作成し、承諾を

得る。 

② 業務の施行の確認及び報告 

業務中不都合を発見した場合又は発生した場合は、速やかに施設管理担当者に報告する。 

③ 電力・用水費等 

業務の実施に必要な電力、水道等の使用に係る費用は、発注者の負担とする。 

④ 作業準備室等 

作業準備室は、構内作業準備室を使用できるものとし、使用する場合は、火の元に注意し、整理整頓な

ど善良な管理をもって使用する。 
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（５） 業務日程・業務人員 

業務日程及び業務人員は、下記の月別日数を基本とし、気象条件等により変更が必要な場合は、施設管 

理担当者と協議する。なお、業務日は原則、月～金曜日とする。（別紙２） 

       月別日数表（令和 6 年） 

作  業  月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 合 計 

 業務日数（業務人員３名/日） 

         （業務人員４名/日） 

１２日 

 

 

１６日 

 

１７日 

 

１３日 

 

１５日 

１７日 

 

   ２９日 

   ６１日 

     

（６） 作業周期 

構内緑地草刈業務の作業周期は、別紙１「緑地管理業務優先エリア図」を参考とする。 

除草剤散布業務及び低木剪定業務は、業務日数内において施設管理担当者と協議し、実施する。 

 

（７） 作業時間 

業務にあたる作業時間は、午前７時３０分から午後４時３０分までとする。 

ただし、業務時間を変更する必要がある場合には、あらかじめ施設管理担当者の承諾を受ける。 

 

（８） 使用機器・工具等 

業務に使用する機器・工具等は、発注者のものを使用する。（下記「使用機器等一覧表」による。） 

ただし、刈払機（燃料等・附属品・点検整備含む）は、受注者の負担とする。 

なお、使用機器等は適切に管理し、使用機器等が専門業者による保守が必要な場合は、施設管理担当者

に報告する。 

 

使 用 機 器 等 一 覧 表 

機 器 等 名 名 称 型 式 等 メーカー名等 数量 備   考 

 

 

  芝 刈 り 機 

 

 

 

 ローンガーデントラクタ 

ＧＴ１６２（Ⅰ号機) 

刈 幅 1,224mm   

 スポーツトラクタ 

Ｘ７５０ （Ⅱ号機） 

刈 幅 1,220mm 

シバウラフロントモア 

ＭＣ２３４（Ⅲ号機） 

刈 幅 1,524mm  

㈱奥原商会 

シバウラ 

 

東興産業（株） 

JOHN DEERE 

 

㈱ IHI  

 シバウラ 

 １台 

 

 

 １台 

 

 

１台 

  

 

 

 

 刈刃 ３枚 

 

  

 トレーラー車 

 

 アルミ製 
 品番 Ｍ453Ｔ－1208Ｈ 

 

 (株)シロ産業 

  

２台 
 

  

 トラクター 

 

 肥料散布機 

 

  ミニローダー 

 クボタトラクター 

 ＧＬ－２３ 

 タカキタトラクター作業機 

 

 ＬＸ１５ 

（株）クボタ 

 

 髙北農機（株） 

 

 日立建機（株） 

１台 

 

 １台 

 

１台 

 

 卓上グラインダ 

 

 GT15  150mm 

 電動１００Ｖ 

 日立工機（株）  １台 

 

 荒砥石  

 仕上砥石 

 ディスク 

 グラインダー 

 100mm 

 電動１００Ｖ 

 日立工機（株）  １台 

 

 

 

 

 噴霧器 

 

 

 定置型噴霧器 
 MS071EHR 

 エンジン HONDA 

 ホース 70m 

（株） 

 丸山製作所 

 

 

 １台 

 

 

 

 別置型ポリタンク 

１００Ｌ 

 

 

 

 ブ ロ ア 

 

 エンジン付 

 型式 BG85／BG86Ｃ 

 ２ｻｲｸﾙｴﾝｼﾞﾝ  

 混合油 25 ： 1 

 STIHL 

 

 

 

 ２台 

 

 

 

 

 

 

 

 その他  各機器の附属品一式・各種工具一式  
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（９） 業務要領 

① 構内緑地草刈 

ア．地上６ｃｍ程度まで草を刈る。 

イ．刈り取った草の処分は、その場に放置する。（一部集積エリアは、施設管理担当者の指示を受ける。） 

ウ．自生する小木等を伐採する。 

エ．草刈りに障害となる石等の障害物を撤去する。（草刈りの安全性を図るため。） 

オ．拾った石等は、指定場所に集積する。 

 

② 除草剤散布業務 

ア．エリア図に除草剤を散布する。（施設管理担当者の指示を受ける。） 

イ．除草剤は、発注者が支給する。 

③ 低木剪定 

ア．エリア図の低木剪定を行う。（施設管理担当者の指示を受ける。） 

イ．切り取った枝等は、指定場所に集積する。指定場所については、施設管理担当者の指示による。 

 

（10） 業務報告書 

業務完了後は次の書類等を提出する。 

・別紙３「緑地管理業務報告書」    （作業日報）業務日に提出  １部  

・業務記録の写真               必要に応じ            １部   

業務記録書式は、受注者の業務報告書による。 

業務報告書の内容は、作業人名、作業内容、作業範囲等を記載すること。 

 

（11） その他 

業務日程・業務人員、管理周期が明らかに適正でない場合は、施設管理担当者と協議し、変更すること

がきる。 

 



（上川大雪酒造）
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本部棟別館
車庫

(189)
中央機械室

(197)
講堂

(227)

保健管理センタ－

(222)
実験室 

伴侶動物研究棟

(218)

(149)
解剖教育研究棟

産業動物飼育棟
（262）

（242）
Ｘ線自動車車庫

農畜産倉庫
(183)

(251)
(182)

農畜産資源循環研究棟
農畜産プラント

食品加工実習施設

(140)

厩舎(102)

燕麦倉庫

肥育用牛舎

乾草収納舎

(253)

代謝試験棟 (255)

羊飼養試験棟

家畜防疫倉庫

温室(184)

(185) ｶﾞﾗｽ網室

(186) ｶﾞﾗｽ網室

(234) ﾌｧｲﾄﾄﾛﾝ実験室

(158)

圃場実習室

豚飼養試験棟
(252)

(236)

(178)
総合研究棟Ⅱ号館

総合研究棟Ⅲ号館
(238)

(250)
逍遥舎

（263）
宿泊研修棟

(194)
合宿棟 音楽練習室

(167)

(193)
ｻｰｸﾙ棟

(114)
体育館

大学プラザ
(143)

(116)
大学プラザ

図書館

(209)
保管庫

(223)
実験室附属室

野球場

駐車場
(48台)

危険物薬品庫

倉庫(4)

廃棄物処理施設

実験動物舎Ⅰ 実験動物舎Ⅱ
(179)

動物医療センター

動物･食品検査診断センター

国際交流会館Ⅰ

便所
(188)

民有地（市街化調整地域） 民有地 民有地（市街化調整地域）

帯広圏都市計画道路拡幅線

(239)

市道路(西２線) 市道路(西２線) 

駐車場
(15台)

駐車場
(9台)

自転車置場

(160台)駐車場

駐車場 (99台) 駐車場 (88台)

産業動物臨床棟
（261）

産学連携センター

機構本部庁舎
（196）

馬管理棟

資料庫・繋留場

厩舎

（269）

（268）

（267）
馬場
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優先エリア凡例

１００Ｍ５０Ｍ０

縮尺　Ｓ＝１／２，５００

2024.03.29

別紙１
　緑地管理業務（構内緑地草刈り）優先エリア図



別紙２ NO１

　　 令和 ６年　５月 １０日  ～  令和 ６年 １０月 ３１日

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月

平  　　　　　日 16 20 22 17 19 22 116 日

土・日，祭日，祝日 15 10 9 14 11 9 68 日

日　数　合　計 31 30 31 31 30 31 184 日

作　業　日　数 12 16 17 13 15 17 90 日

日　人　員　数 3 4 4 4 4 3  

管 理 人 数 計 36 64 68 52 60 51 331 人

計

緑　地　管　理　日　数　表 （延べ人数表）



別紙２

　　 令和 ６年　５月 １０日  ～  令和 ６年 １０月 ３１日

２０２４年
５月 日 月 火 水 木 金 土

1 2 3 4
5 6 7 8 9 10 11

12 13 14 15 16 17 18
19 20 21 22 23 24 25
26 27 28 29 30 31

16 → 12

６月 日 月 火 水 木 金 土 ７月 日 月 火 水 木 金 土
1 1 2 3 4 5 6

2 3 4 5 6 7 8 7 8 9 10 11 12 13
9 10 11 12 13 14 15 14 15 16 17 18 19 20
16 17 18 19 20 21 22 21 22 23 24 25 26 27
23 24 25 26 27 28 29 28 29 30 31
30 22 → 17

20 → 16

８月 日 月 火 水 木 金 土 ９月 日 月 火 水 木 金 土
1 2 3 1 2 3 4 5 6 7

4 5 6 7 8 9 10 8 9 10 11 12 13 14
11 12 13 14 15 16 17 15 16 17 18 19 20 21
18 19 20 21 22 23 24 22 23 24 25 26 27 28
25 26 27 28 29 30 31 29 30

17 → 13 19 → 15

10月 日 月 火 水 木 金 土
1 2 3 4 5

6 7 8 9 10 11 12
13 14 15 16 17 18 19
20 21 22 23 24 25 26
27 28 29 30 31

22 → 17

ＮＯ２

令和６年度　　緑地管理日数表



別紙  3

会社名

　

　

　

　旧NO2

作　業　従　事　者　か　ら　の　連　絡　事　項

ＮＯ４（GT162）

ＮＯ１（GT162）

ＮＯ２（JD X750）

　

作業実施者名

施　設　管　理　室　か　ら　の　連　絡　事　項

乗用芝刈り機　（ｱﾜﾒｰﾀ）

Ｃエリア

　

Ｅエリア

作業実施者名

 　   年　　月　　日　　曜日　天気

本　日　の　作　業　実　施　場　所

緑　地　管　理　業　務　報　告　書

勤 務 時 間

作業実施者名

作業実施者名

その他 　

　Ａエリア

Ｂエリア 　

Ｄエリア

　

ＮＯ３（MC234）



 

 

 

業務請負契約書（案） 
 

 

業 務 名   帯広畜産大学構内緑地管理業務 一式 

請負代金額   金          円也 

         （うち取引に係る消費税額及び地方消費税額 金        円也） 

 

上記消費税及び地方消費税の額は，消費税法第28条第1項及び第29条並びに地方税法第72条の82及

び第72条の83の規定に基づき，請負代金額に110分の10を乗じて得た金額である。 

 

 発注者 国立大学法人北海道国立大学機構 理事長 長谷山 彰と受注者            

との間において，上記の業務について，上記の請負代金額で次の条項によって業務請負契約を締結し，信

義に従って誠実にこれを履行する。 

 

第１条 受注者は，別紙仕様書等に基づいて，業務を実施するものとする。 

第２条 業務は，帯広畜産大学構内において実施する。 

第３条 業務の履行期間は，令和６年５月１０日から令和６年１０月３１日までとする。 

第４条 契約保証金は免除する。 

第５条 受注者は，業務に従事する作業員等の身元，衛生，風紀及び規律の維持に関して，一切の責任を

負い，受注者が適当ではないと認めた作業員等は，従事させないものとする。 

第６条 受注者は，発注者による事前の承諾がないかぎり，業務の全部又は一部を第三者に再委託できな

い。なお，発注者の承諾を得て第三者に再委託する場合には，再委託先の名称，業務内容等を記入した

書面を事前に提出するとともに，受注者は当該第三者に対し，本契約における受注者の義務と同様に義

務を遵守させ，その行為について一切の責任を負うものとする。 

第７条 受注者は，業務により知り得た個人情報は適切に管理するとともに，第三者に対し提供又は漏洩

してはならない。また，本契約が終了又は解除された後においても同様とする。 

第８条 受注者は，各月の業務が完了したときは，業務完了通知書を帯広畜産大学管理課施設管理室に送

付するものとする。 

第９条 請負代金は，毎月払い（月毎の請求代金額は別紙のとおり）とし，受注者が各月の業務完了後に

請求書を帯広畜産大学管理課施設管理室に送付するものとする。 

第10条 請負代金は，受注者からの適法な請求を受理した日の属する月の翌月末日までに支払うものとす

る。 

第11条 受注者は，本契約履行中に受注者の責に帰すべき事由により，発注者又は第三者に損害を与えた

時は，その損害について賠償の責を負うものとする。 

第12条 発注者は，検査等において，正当な理由がなく客観的な契約の不履行があったと認められる場合

には，受注者に対して口頭又は書面による改善要求を行うものとする。 

２ 発注者が受注者に対して書面による改善要求をした場合は，当該不履行分の支払を行わない。 

第13条 受注者が次に掲げる場合のいずれかに該当したときは，発注者の請求に基づき請負代金額(本契

約締結後，業務請負代金額の変更があった場合には，変更後の業務請負代金額)の10分の１に相当する

額を違約金(損害賠償の予定)として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

一 この契約に関し，受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律(昭和22年法律第54号。

以下｢独占禁止法｣という｡) 第３条の規定に違反し, 又は受注者が構成事業者である事業者団体が独

占禁止法第８条第１号の規定に違反したことにより, 公正取引委員会が受注者に対し, 独占禁止法

第７条の２第１項 (独占禁止法第８条の３において準用する場合を含む｡) の規定に基づく課徴金の

納付命令 (以下｢納付命令｣という｡) を行い，当該納付命令が確定したとき (確定した当該納付命令

が独占禁止法第63条第２項の規定により取り消された場合を含む｡)。 

二 納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく排除措置命令（これらの命令が



 

 

受注者又は受注者が構成事業者である事業者団体(以下｢受注者等｣という｡) に対して行われたとき

は, 受注者等に対する命令で確定したものをいい, 受注者等に対して行われていないときは, 各名

宛人に対する命令がすべて確定した場合における当該命令をいう｡次号において｢納付命令又は排除

措置命令｣という｡) において, 本契約に関し, 独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違反す

る行為の実行としての事業活動があったとされたとき。 

三 納付命令又は排除措置命令により，受注者等に独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違反す

る行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象となった取引分野が示された場合におい

て,本契約が,当該期間(これらの命令に係る事件について,公正取引委員会が受注者に対し納付命令

を行い，これが確定したときは,当該納付命令における課徴金の計算の基礎である当該違反する行為

の実行期間を除く｡) に入札 (見積書の提出を含む｡) が行われたものであり, かつ, 当該取引分野

に該当するものであるとき。 

四 この契約に関し，受注者（法人にあっては，その役員又は使用人を含む｡) の刑法 (明治40年法律

第45号) 第96条の６又は独占禁止法第89条第１項若しくは第95条第１項第１号に規定する刑が確定

したとき｡ 

２ 前項の規定は，発注者に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合において，発注者がその

超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。 

３ 受注者が，この契約に関して，第１項の各号のいずれかに該当することとなった場合には，速やかに，

当該処分等に係る関係書類を発注者に提出しなければならない。 

第14条 発注者は，次の各号に該当する事由が生じたときは，この契約を解除することができる。 

一 この契約の履行について，受注者に不正・不当な行為があったとき。 

二 受注者が，この契約を履行する能力を失ったことが明らかに認められるとき。 

三 前各号のほか，受注者がこの契約に違反したとき。 

２ 前項により契約を解除する場合には，発注者は受注者に対し契約解除の理由を記載した書面により通

告するものとする。 

第15条 この契約において必要な細目は，北海道国立大学機構契約事務取扱規程（令和４年機構規程第80

号）及び北海道国立大学機構役務請負契約基準（令和４年機構基準第８号）によるものとする。 

第16条 この契約について，発注者・受注者間に紛争が生じたときは，双方協議の上，これを解決するも

のとする。 

第17条 この契約に定めのない事項について，これを定める必要がある場合は，発注者・受注者間におい

て協議して定めるものとする。 

第18条 本契約に関する訴えの専属的合意管轄裁判所は，北海道国立大学機構所在地を管轄区域とする釧

路地方裁判所とする。 

 

 

 上記契約の成立を証するため，発注者，受注者は次に記名し、印を押すものとする。 

 この契約書は２通作成し，双方で各１通を所持するものとする。 

 

令和６年 月  日 

 

発注者   帯広市稲田町西２線１１番地 

      国立大学法人北海道国立大学機構 

理事長  長谷山  彰 

 

 

        受注者    
 



 

 

月別内訳 

 金額 うち、消費税額 

令和６年５月 円 円 

令和６年６月 円 円 

令和６年７月 円 円 

令和６年８月 円 円 

令和６年９月 円 円 

令和６年 10月 円 円 

合計 円 円 


